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１．原子力施設の現況と主な事故 

 我が国には、原子力施設として、原子力発電所、

再処理施設、加工施設等が立地している（第 1-7-1

図）。 

 平成７年（1995 年）以降の原子力施設における

主な事故は 13 件である（火災、放射性物質等の漏

えい、被ばく等が発生し、消防機関が出動したも

の）（資料 1-7-1）。 

 

２．東京電力福島第一原子力発電所事故への

対応 

 平成 23 年３月の東京電力福島第一原子力発電所

事故（以下、本節において「福島原発事故」とい

う。）の発生以降、原子力災害対策特別措置法（以

下、本節において「原災法」という。）に基づく原

子力災害対策本部長の指示により、当該原子力発電

所の周辺地域において避難指示区域が設定されてい

る（第 1-7-2 図）。直近では、令和５年３月に浪江

町、４月に富岡町、５月に飯舘村において設定され

た帰還困難区域のうち特定復興再生拠点区域等につ

いて、避難指示が解除された。 

 当該区域を管轄する双葉地方広域市町村圏組合消

防本部（以下、本節において「双葉消防本部」とい

う。）及び相馬地方広域消防本部では、放射性物質

による汚染、地震等による消防施設や水利の被災等

の厳しい条件の下、消防活動を継続して行ってお

り、双葉消防本部は、現在も避難指示区域外に本部

庁舎を移転している。 

 

第 1-7-1 図 我が国の主な原子力施設立地地点 
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第 1-7-2 図 避難指示区域の概念図（令和５年４月

１日時点）（経済産業省ホームページ

から引用） 

 
 

 避難指示区域の管轄消防本部は、当該区域内の防

火対策のための定期的な巡回の実施、火災の早期発

見のための監視カメラの設置、さらに簡易型防火水

槽の整備、高性能水中ポンプの導入といった必要な

消防施設の整備を行っている。 

 また、避難指示区域においては、除草や枝木の伐

採等の面で制約があり、火災の早期発見が困難であ

ることから、大規模な火災が発生した場合の備えと

して、平成 23年 11 月に福島県内の消防本部による

応援体制が確立されるとともに、平成 24 年３月に

は原子力災害現地対策本部及び福島県災害対策本部

による緊急対策が取りまとめられ、関係機関の連携

が強化されている。 

 消防庁では、双葉消防本部の仮庁舎等の整備に係

る財政支援を行うとともに、「原子力災害避難指示

区域消防活動費交付金」により、避難指示区域の管

轄消防本部において必要な消防施設の整備や消防応

援活動に要した経費等の財政支援を行っている。 

 さらに、「双葉消防本部支援調整会議」におい

て、双葉消防本部における消防活動上の課題を継続

的に把握するとともに、双葉消防本部への支援等に

ついて必要な検討・調整を行っている。 

 

 

１．原子力施設等の原子力災害対策 

 原子力災害対策は、災害対策基本法及び原災法に

基づき、原子力事業者、国、地方公共団体等の防災

計画に従って必要な措置が講じられる体系となって

いる。 

 原子力施設周辺において、関係地方公共団体は、

防災基本計画及び原子力災害対策指針に基づき、地

域防災計画を作成し、当該原子力施設や地域の実情

に即した原子力災害対策を推進している。消防庁で

は、内閣府（原子力防災担当）を中心とした関係省

庁と連携し、政府として、関係地方公共団体が作成

する地域防災計画・避難計画の具体化・充実化の支

援を行っている。 

 

２．消防機関における活動対策 

（１）マニュアル、ハンドブック、活動要領等の作

成・配布 

 消防庁では、原災法等における事業者の責務や原

子力防災組織の設置等を踏まえ、事故等発生時にお

いて消防隊員の安全を確保しながら効果的に消防活

動が展開できるよう「原子力施設等における消防活

動対策マニュアル」（平成 26年３月。令和４年３月

一部改訂）ほか各種マニュアル等を作成し、消防機

関等に配布している。 

 

（２）放射性物質等事故対応資機材の整備等 

 消防力の整備指針では、原子力施設等の立地など

地域の実情に応じて、放射性物質等による事故に対

応するための資機材を配置するものとされている。 

 また、消防庁では、個人警報線量計等の放射性物

質等事故対応資機材を消防組織法（国有財産等の無

償使用）に基づき、緊急消防援助隊登録消防本部に

配備している。 

 

（３）消防職員に対する教育・訓練等 

 消防職員に対する原子力防災研修等については、

消防大学校において、実務講習「緊急消防援助隊教

育科 NBC コース」を実施している。また、放射性物

質等による事故発生時の消防活動の基本的事項等、

原子力災害対策等の現況 
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第 1-7-2 図 避難指示区域の概念図（令和５年４月

１日時点）（経済産業省ホームページ

から引用） 
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全ての消防職員に習得してほしい事項についてまと

めた教材「スタート！RI119～消防職員のための放

射性物質事故対応の基礎知識～」（平成 23年３月。

令和５年３月一部改訂）を作成し、消防機関等に配

布している。 

 このほか、消防庁では、原子力規制庁による消防

職員や原子力事業者等を対象とした「原子力施設に

おける火災防護に関する研修」等に講師派遣等を行

っている。 

 

 

１．福島原発事故を踏まえた今後の取組 

（１）避難指示区域の管轄消防本部の支援 

 避難指示区域の管轄消防本部においては、放射性

物質による汚染、消防施設や水利の被災等の厳しい

条件の下、消防活動を継続して行っているところで

あり、各市町村の復旧・復興等と併せて体制の充実

強化を図る必要がある。消防庁としては、関係省庁

等と連携し、管轄消防本部への支援を引き続き行っ

ていく必要がある。 

 

（２）関係地方公共団体における地域防災計画の見

直し等 

 関係地方公共団体においては、原子力防災全体の

見直しと併せ、地域防災計画・避難計画の見直しが

進められているところである。福島原発事故以前に

おける防災対策を重点的に充実すべき地域の範囲の

目安は、原子力発電所にあってはおおむね半径８～

10km とされていたが、福島原発事故以後に策定さ

れた原子力災害対策指針では重点的に原子力災害に

特有な対策が講じられる区域（原子力災害対策重点

区域）の範囲の目安としておおむね半径 30km に拡

大された。このため、原子力災害対策指針策定後に

新たに当該区域の圏内となった地方公共団体の地域

防災計画・避難計画において原子力災害対策を定め

ること、広域での避難体制を確保すること等が求め

られている。 

 消防庁では、関係省庁と連携し、地域防災計画・

避難計画の充実に向けた必要な支援や、訓練等を通

じた防災体制の充実強化を支援しているところであ

り、今後ともこれらの取組を通じて、原子力防災体

制の充実強化を図っていく必要がある。 

（３）福島原発事故において活動した消防職員の長

期的な健康管理 

 消防庁では、福島原発事故において、国の要請に

より緊急消防援助隊として３号機の使用済燃料プー

ルへの放水活動等を実施した消防職員に対し、定期

追加検査の機会の確保及び長期的経過観察により健

康管理の支援を行っており、引き続き支援を実施し

ていく必要がある。 

 

２．放射性物質等事故対応能力の向上 

 原子力施設、放射性同位元素等取扱施設及び放射

性物質輸送時において、放射性物質や放射線の放出

を伴う事故が発生した場合、消防機関は、迅速かつ

適切に対応を行う必要があることから、引き続き事

故に対する消防機関の消防活動能力の向上を図って

いく必要がある。 

原子力災害対策等の課題 
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１．令和４年以降の主な火山活動 

 令和４年以降の主な火山活動による被害状況等に

ついては、第 1-8-1 表のとおりである。 

 

２．火山災害対策の現況と課題 

 近年、富士山の市街地近くで新たな火口が発見さ

れ、想定される火口の範囲が拡大していることや、

桜島での大規模噴火の可能性が指摘されていること

など、火山活動が活発化した際の備えが急務となっ

ている。 

 このような状況に鑑み、噴火災害が発生する前の

予防的な観点から活動火山対策の更なる強化を図る

ため、令和５年６月に活動火山対策特別措置法が改

正され、以下の内容が盛り込まれた（令和６年４月

１日施行）。 

・避難確保計画の作成等に係る市町村長による援助

等 

・登山の期日、経路等の情報の提供を容易にするた

めの配慮等 

・火山現象の発生時における住民や登山者等への情

報通信技術の活用等を通じた、迅速かつ的確な情

報の伝達等 

・火山現象に関し専門的な知識又は技術を有する人

材の育成及び継続的な確保等 

・文部科学省に火山調査研究推進本部（火山に関す

る観測、測量、調査及び研究を一元的に推進する

特別の機関）を設置 

・火山防災の日（８月 26日）の制定 

・最新の科学的知見等を勘案した、活動火山対策の

在り方についての検討等 

 地方公共団体においては、これらの状況を踏ま

え、より具体的な事象を想定した避難の在り方の検

討や、噴石から登山者等の身の安全を確保するため

の安全な強度を持つ退避壕・退避舎等の整備が求め

られる。 

 こうした取組を支援できるよう、地方公共団体が

行う退避壕・退避舎等の新設、改修に係る費用に対

して「消防防災施設整備費補助金」や「緊急防災・

減災事業債」による財政支援を実施しているほか、

民間事業者が行う山小屋等を活用した退避施設の整

備に係る費用についても、地方公共団体が補助する

場合について、その補助額の一部を補助している。 

 

 

第 1-8-1 表 令和４年以降の主な火山活動 
（令和５年11月 15日現在） 

 
（備考）「消防庁とりまとめ報」により作成 

第第８８節節 そそのの他他のの災災害害対対策策  

火山災害対策 

第１章　災害の現況と課題




